












A Study of the Children’s Care after the Hours in Public Kindergarten:

























































































































併せて読み取れる園長のイメージする預かり保育とは、「在園児限定で 3 〜 5 歳児すべてを対象として、
担当加配 1 〜 2 名を市より配置してもらい、担当者 1 人当たり10人までの規模」が大半であった。ただ
し、園として始める最初の実施規模は、1 園20人までの定員とした園長が 4 人、定員なしとした園長が
5 人であった。
質問項目別の集計結果をみると、次のようなことがわかった。終了時刻については「午後 3時〜 4時」
は7人であったが、「預かり保育の時間」については「2 〜 3時間まで」が 5人、「1 〜 2時間まで」が 4
人であった。幼稚園に通園する園児にとっては午前中の保育に続く連続した4時間以上の教育時間になる
という認識から、幼児の午前中の活動の様子や疲労度を考慮した教育的な判断に基づいた結果と考える。



































































項目については、人的・物的条件の整備に関する項目は 3 分の 1 にとどめ、預かり保育に対する問題意
識に関する項目を増やして設定した。その理由は、公立幼稚園の実施率が低い原因は単なる条件整備的
な問題だけではないという筆者の仮説を反映させたためである。



















1 1 1 4 1 4 3 3 2 3
自園に子どもを通わせている保護者の預かり保育実施













5 3 2 5
預かり保育は、従来からの通常保育の内容の質を維持
し向上させていく取組に支障をきたす心配があるから 7 8 2 4 7 6 2
預かり保育実施のための教育計画ができていないなど、
園での準備のための時間的な確保ができないため 3 4 3
−104−





















2 6 6 7 8 5
自園では預かり保育を実施するための新たな教室の増


































実施する私立幼稚園に対する助成を実施する都道府県に対して国がその助成額の 1 /2 を補助している
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